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都立病院等における寝具類の賃貸業務又は洗濯業務 

談合事件に関し知事が行った損害賠償請求について 

 

谷合周三氏と土橋実氏の二名から提出があった「都立病院等における寝具類の賃

貸業務又は洗濯業務談合事件に対する住民監査請求」において監査委員が行った勧

告に対し、知事が講じた措置について、別紙のとおり、通知がありました。 

 

 住民監査請求の内容 （平成１５年６月１０日受付） 

都立病院等において発注された寝具類の賃貸業務又は洗濯業務について独禁法違

反行為があったとして、公正取引委員会が排除勧告、審決、課徴金納付命令を行った

のに、都は損害賠償請求権の行使を怠っているとする住民監査請求が住民から提出さ

れました。 

 

 監査の実施結果（勧告） （平成１５年８月６日通知） 

監査委員は、請求に基づき監査を実施した結果、「平成９年度から平成１２年度ま

での寝具類の賃貸業務又は洗濯業務の契約について損害額を確定し、平成１５年１０

月３１日までに損害賠償請求権を行使すること」という勧告を行いました。 

 

 知事が講じた措置の概要 

知事は上記勧告を受け、課徴金納付命令対象期間の談合行為による損害額を約１億

５千４百万円と算定し、平成１５年１０月３１日、野口株式会社、ワタキューセイモ

ア株式会社、株式会社柴橋商会ほか４社に請求しました。 

（参考） 
 ・平成１３年 ８月１０日  公取委による排除勧告 
 ・平成１３年 ９月１９日    〃   審決 
・平成１４年 ６月１２日    〃   課徴金納付命令 
              （課徴金納付命令対象期間 平成9.10.19～平成12.10.18） 
・平成１５年 ６月１０日  請求人から住民監査請求が提出される。 

 ・平成１５年 ８月 ６日  監査委員が監査結果（勧告）を知事及び請求人に通知 
 ・平成１５年１０月３１日  知事が７社に損害賠償請求を行う。 
 ・平成１５年１１月１３日  知事より監査委員に対し措置結果が通知される。 

 

勧告の対象となった契約は、福祉局の老人医療センターほか３施設、健康局の北療育医療セ

ンターほか５施設及び病院経営本部の墨東病院ほか１３施設、計２４施設が、平成９年度から

平成１２年度にかけて発注した、寝具類の賃貸業務又は洗濯業務契約です。 

 

 

 
※地方自治法第２４２条第９項において、監査委員の勧告があった

ときは、当該勧告を受けた長、職員等は、当該勧告に示された期間

内に必要な措置を講じるとともに、その旨を監査委員に通知しなけ

ればならないとされています。 
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１５病経財第３３７号 
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東京都監査委員 殿 

              東京都知事       
                             石原慎太郎    

 
 

「都立病院等において発注された寝具類の賃貸業務等について             

談合行為により損害を被ったにもかかわらず都が損害賠償請求権 
の行使を怠っていることを違法・不当として必要な措置を求める 
住民監査請求監査結果」の勧告に基づき講じた措置について 

 
 平成１５年８月７日付１５監総第６１８号により勧告のあった標記のことについて、地

方自治法第２４２条第９号の規定に基づき必要な措置を講じたので、下記のとおり通知し

ます。 
 

記 
 
１ 対応の内容 

公正取引委員会が作成した課徴金納付命令対象物件一覧に記載され、談合行為の存在 
が認定されたと認められる８７件の個別契約については、課徴金納付命令の対象となっ

た平成９年１０月１９日から平成１２年１０月１８日までの期間の損害額を支払実績額

の１０％相当額と算定し、損害賠償請求を行った。 
なお、平成９年度及び平成１２年度における、課徴金納付命令対象期間外の支払実績 
に基づく損害賠償請求については、今後、損害の事実が判明確認できたものについて速

やかに請求を行うものとする。 
   
２ 請求年月日 
平成１５年１０月３１日 
 

３ 請求の内容 
請求の相手方               ７社 
請求金額     １５４，０５５，１１１円 
  
４ 納入期限 
平成１６年１月３０日 


